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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 

    ２. 売上高には、消費税等は含んでおりません。 
３．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。  
４．当社は、平成24年10月31日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年１月１日付で株式１株につき200

株の株式分割を行っており、また、平成25年４月30日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年７月１
日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた
と仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しておりま
す。  

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第15期 

第３四半期連結
累計期間 

第16期 
第３四半期連結

累計期間 
第15期   

会計期間 

自平成24年 
１月１日 

至平成24年 
９月30日 

自平成25年 
１月１日 

至平成25年 
９月30日 

自平成24年 
１月１日 

至平成24年 
12月31日 

 

売上高（千円）  2,760,513  3,176,408  3,784,519

経常利益（千円）  526,964  836,905  815,496

四半期（当期）純利益（千円）  226,940  498,474  496,479

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 133,199  468,701  385,817

純資産額（千円）  2,609,958  3,099,311  2,889,876

総資産額（千円）  4,421,138  4,862,166  4,657,342

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 15.87  34.49  34.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 15.30  33.19  33.38

自己資本比率（％）  58.2  63.6  61.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 859,742  1,145,883  1,283,878

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △955,250  △905,845  △1,481,885

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △232,261  △308,475  △240,967

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 692,442  516,999  583,561

回次 
第15期 

第３四半期連結
会計期間 

第16期 
第３四半期連結

会計期間 
  

会計期間 

自平成24年 
７月１日 

至平成24年 
９月30日 

自平成25年 
７月１日 

至平成25年 
９月30日 

  

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 3.27  12.22  

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

   

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間（平成25年１月１日～９月30日）における我が国の経済は、安倍政権の経済政策によ

り、円安・株高の進行、輸出の増加、個人消費の改善、復興需要の継続等、着実な回復軌道をたどる動きとなりま

した。 

 当社グループが主に事業を展開する国内のBtoB（企業間電子商取引）市場は、平成24年のインターネットによる

企業間電子商取引が前年比4.1％増の178兆円、全ての商取引に対する電子商取引の割合であるEC化率が前年比1.4

ポイント増の17.5％と、着実に拡大が進んでおります。（経済産業省「平成24年度我が国情報経済社会における基

盤整備（電子商取引に関する市場調査）」） 

  このような環境下にあって、当社グループは当第３四半期連結累計期間におきまして、「ASP受発注システ

ム」、「ASP規格書システム」、「ASP商談システム」、「ASP受注・営業システム」の利用拡大によるフード業界

BtoBの強化、子会社による「クラウドサービス事業」、「海外事業」の推進を行いました。また、今後の成長へ向

けた「BtoB＆クラウドプラットフォーム（次世代プラットフォーム）」をリリースいたしました。 

 その結果、「ASP受発注システム」等の順調な利用拡大により、当第３四半期連結会計期間末（平成25年９月

末）の「FOODS Info Mart」利用企業数（海外事業を除く）は、前連結会計年度末比 社増の 社（売り手

企業：同 社増の 社、買い手企業：同 社増の 社）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間の売上高は、「ASP受発注システム」、「ASP規格書システム」を始め、各システムの

国内での利用拡大によりシステム使用料が増加し、 千円と前年同期比 千円(15.1％)の増加となり

ました。 

 利益面は、売上高の増加が、「次世代プラットフォーム」のリリース及び既存プラットフォームの償却期間の短

縮（5年定額償却から2013年度末までに償却を完了する方法に変更）によるソフトウエア償却費の増加、人件費等

の増加を吸収し、営業利益は 千円と前年同期比 千円(55.8％)の増加、経常利益は 千円と前

年同期比 千円(58.8％)の増加、四半期純利益は 千円と前年同期比 千円(119.7％)の増加とな

りました。  

  

 セグメント別の業績は次のとおりであります。 

  

ⅰ．ＡＳＰ受発注事業 

 「ASP受発注システム」は、外食チェーン、給食会社、ホテル等の買い手新規稼動が順調に進み、買い手店舗

数、売り手企業数が増加いたしました。新規営業では、直営業に加え、アライアンスパートナー（売り手企業、シ

ステム会社等）からの紹介案件も継続的に発生いたしました。また、８月に西日本エリアにおける新規営業のスピ

ード化を目的に西日本営業所を大阪に開設いたしました。その結果、当第３四半期連結会計期間末の買い手企業の

稼動社数は 社（前連結会計年度末比 社増）（注）、買い手企業の利用店舗数は 店舗（同 店舗

増）、売り手企業数は 社（同 社増）(注）、当第３四半期連結累計期間のASP受発注取引高は 億円

（前年同期比 ％増）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間の「ＡＳＰ受発注事業」の売上高は 千円と前年同期比 千円(12.1％)

の増加、営業利益は 千円と前年同期比 千円(8.5％)の増加となりました。  

      

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

1,870 33,349

1,734 26,509 136 6,840

3,176,408 415,894

831,404 297,755 836,905

309,940 498,474 271,534

1,221 139 26,032 2,979

23,312 1,470 5,967

16.4

1,929,309 208,532

935,624 73,302
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ⅱ．ＡＳＰ規格書事業 

 「ASP規格書システム」は、食の安全・安心をサポートする「商品規格書」データベースシステムとして、メー

カー、卸会社、買い手企業における自社システムでの利用及びそれぞれの取引先との利用拡大を推進いたしまし

た。また、新システム「ASPメニュー管理システム」の提供を開始いたしました。その結果、当第３四半期連結会

計期間末の買い手機能は 社（前連結会計年度末比 社増）（注）、卸機能は 社（同 社増）（注）、メーカ

ー機能は 社（同 社増）（注）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間の「ＡＳＰ規格書事業」の売上高は 千円と前年同期比 千円(27.9％)の

増加、営業利益は 千円と前年同期比 千円(13.8％)の増加となりました。 

  

ⅲ．ＡＳＰ商談事業 

 「ASP商談システム」の売り手企業は、セミナーによる新規数の増加により純増が継続いたしました。また、買

い手企業は、初年度無料キャンペーンが昨年末で終了したことにより新規数が減少いたしましたが、解約数の低減

で純増を維持いたしました。その結果、当第３四半期連結会計期間末の売り手企業数は 社（前連結会計年度

末比 社増）、買い手企業数は 社（同 社増）(注）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間の「ＡＳＰ商談事業」の売上高は 千円と前年同期比 千円(8.4％)の増

加、営業利益は 千円と前年同期比 千円（9473.5％）の増加となりました。 

  

ⅳ．ＡＳＰ受注・営業事業 

 「ASP受注・営業システム」は、卸会社とその取引先店舗（主に個店等）の新規稼動及び利用拡大を推進いたし

ました。また、美容業界向け「BEAUTY Info Mart（ビューティインフォマート）」、医療業界向け「MEDICAL Info 

Mart（メディカルインフォマート）」の実績作りを行いました。その結果、当第３四半期連結会計期間末の受注卸

社数は 社（前連結会計年度末比 社増）、発注店舗数は 店舗（同 店舗増）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間の「ＡＳＰ受注・営業事業」の売上高は 千円と前年同期比 千円

(26.1％)の増加、利益面は、ソフトウェア償却費、人件費等の経費により、営業損失 千円（前年同期は営業

損失 千円）となりました。 

   

ⅴ．クラウドサービス事業 

 「Foods Info Rise 販促支援システム」のメーカー利用の増加及び卸会社向け有料サービスの提供、メニュー

（レシピ）開発サービスを推進いたしました。その結果、当第３四半期連結会計期間末の食品メーカー利用社数は

社（前連結会計年度末比 社増）、卸会社利用社数は 社（同 社増）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間の「クラウドサービス事業」の売上高は 千円と前年同期比 千円

(100.4％)の増加、利益面は、システム関連費用及び人件費等の経費により営業損失 千円（前年同期は営業

損失 千円）となりました。 

  

ⅵ．海外事業  

 中国のグループ会社を中心に北京・上海を拠点として「SaaSシステム」の新規営業、稼動を推進いたしました。

また、システム受託開発を行いました。当第３四半期連結会計期間末の中国での「SaaSシステム」の利用企業数

は、新規稼動及び一定の発注店舗数、システム取引高の実績はあるものの、解約が発生したことから、 社（前連

結会計年度末比 社減）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間の「海外事業」の売上高は、システム受託開発売上により 千円と前年同期比

千円(249.1％)の増加、利益面は、データセンター費及び人件費等の経費により営業損失 千円（前年

同期は営業損失 千円）となりました。 

  

（注）セグメント別の利用企業数は、システムを利用する利用企業数の全体数を表示しております。 

  

207 48 258 36

4,897 451

424,265 92,528

31,787 3,851

2,179

155 6,657 117

530,398 41,170

55,729 55,147

169 19 21,438 3,492

241,983 50,159

98,223

215,017

133 33 164 6

52,680 26,393

38,472

67,154

13

7

29,345

20,938 46,677

74,215
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(2）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末（平成25年９月末）の資産合計は、 千円（前連結会計年度末比 千

円増）となりました。  

  流動資産は、 千円（前連結会計年度末比 千円増）となりました。主な増加要因は、繰延税金資

産が 千円増加、売掛金が 千円増加したことなどによるものであり、主な減少要因は、現金及び預金が

千円減少したことなどによるものであります。 

 固定資産は、 千円（前連結会計年度末比 千円増）となりました。主な増加要因は、ソフトウエ

アが 千円増加、繰延税金資産が 千円増加したことなどによるものであり、主な減少要因は、ソフ

トウエア仮勘定が 千円減少したことなどによるものであります。 

 流動負債は、 千円（前連結会計年度末比 千円増）となりました。主な増加要因は、短期借入金

が 千円増加、賞与引当金が 千円増加したことなどによるものであります。 

 固定負債は、 千円（前連結会計年度末比 千円減）となりました。主な減少要因は、長期借入金が

千円減少したことによるものであります。 

 この結果、負債合計は、 千円となりました。 

 純資産は、 千円（前連結会計年度末比 千円増）となりました。主な増加要因は、利益剰余金が

千円増加（配当 千円を実施した一方で、四半期純利益 千円を計上）したことによるもので

あります。 

  

(3）キャッシュ・フローの状況の分析 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）の残高は、前連結会計年度末に比

べ 千円減少し、 千円となりました。  

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は、 千円（前年同四半期は 千円の増加）となりました。主な収入

は、税金等調整前四半期純利益 千円、減価償却費 千円であり、主な支出は、法人税等の支払額

千円であります。 

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の減少は、 千円（前年同四半期は 千円の減少）となりました。主な支出は、

「FOODS Info Mart」等システム開発に伴う無形固定資産の取得による支出 千円であります。 

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の減少は、 千円（前年同四半期は 千円の減少）となりました。主な支出は、

長期借入金の返済による支出 千円、配当金の支払額 千円によるものであり、主な収入は、短期借入

金の純増減額 千円であります。 

  

(4) 事業上及び財政上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。  

  

(5) 研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

4,862,166 204,824

1,579,565 15,329

44,443 35,523

66,562

3,282,601 189,494

1,662,745 86,355

1,562,478

1,679,336 211,251

150,000 73,757

83,518 215,862

216,000

1,762,855

3,099,311 209,435

240,145 258,328 498,474

66,562 516,999

1,145,883 859,742

836,905 754,894

467,438

905,845 955,250

888,324

308,475 232,261

216,000 241,537

150,000
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

   

 該当事項はありません。  

  

（注） 株式分割（１：２）によるものであります。 

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  45,088,000

計  45,088,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成25年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成25年11月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  14,552,000  14,870,000
東京証券取引所 

（マザーズ） 
単元株式数 100株 

計  14,552,000  14,870,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総数
残高 
(株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成25年７月１日 (注)  7,276,000  14,552,000  －  1,001,200  －  437,975

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

 なお、平成25年７月１日付をもって普通株式１株につき２株の株式分割をしたことにより、当第３四半期会計

期間末日現在の発行済株式総数は7,276,000株増加し14,552,000株、自己株式数は49,000株増加し98,000株とな

っておりますが、当該株式分割前の株式数にて記載しております。  

  

①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

（注）平成25年７月１日付をもって普通株式１株につき２株の株式分割をしたこと及び単元未満株式の買取によ

り、直前の基準日(平成25年６月30日)から増加した結果、平成25年９月30日現在における実際の自己株式

数は98,460株であります。 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

   平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 普通株式

   49,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 
 普通株式

   7,226,000
 72,260

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準となる

株式であります。 

単元未満株式  1,000 － － 

発行済株式総数  7,276,000 － － 

総株主の議決権 －  72,260 － 

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所有
株式数の割合 

（％） 

株式会社インフォマート
東京都港区芝大門１丁

目16番３号 
 49,000 －  49,000  0.67

計 －  49,000 －  49,000  0.67

２【役員の状況】

2013/11/14 21:55:0513944079_第３四半期報告書_20131114215446

- 6 -



  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平

成25年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 583,561 516,999

売掛金 886,447 921,970

貯蔵品 2,088 2,390

繰延税金資産 70,315 114,758

その他 30,995 38,104

貸倒引当金 △9,171 △14,658

流動資産合計 1,564,235 1,579,565

固定資産   

有形固定資産   

建物 55,158 62,022

減価償却累計額 △32,964 △36,823

建物（純額） 22,193 25,198

工具、器具及び備品 128,461 135,045

減価償却累計額 △100,077 △111,403

工具、器具及び備品（純額） 28,384 23,642

有形固定資産合計 50,578 48,841

無形固定資産   

ソフトウエア 1,186,259 2,849,004

ソフトウエア仮勘定 1,639,825 77,346

その他 14,386 15,601

無形固定資産合計 2,840,471 2,941,952

投資その他の資産   

投資有価証券 30,000 30,000

繰延税金資産 108,158 194,513

その他 63,899 67,294

投資その他の資産合計 202,057 291,808

固定資産合計 3,093,107 3,282,601

資産合計 4,657,342 4,862,166
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 148,226 112,729

短期借入金 400,000 550,000

1年内返済予定の長期借入金 288,000 288,000

未払金 129,674 80,670

未払法人税等 249,975 267,068

賞与引当金 43,957 117,715

その他 208,251 263,152

流動負債合計 1,468,084 1,679,336

固定負債   

長期借入金 288,000 72,000

資産除去債務 11,381 11,518

固定負債合計 299,381 83,518

負債合計 1,767,466 1,762,855

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,001,200 1,001,200

資本剰余金 437,975 437,975

利益剰余金 1,494,160 1,734,306

自己株式 △34,616 △35,554

株主資本合計 2,898,719 3,137,927

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △32,548 △43,368

その他の包括利益累計額合計 △32,548 △43,368

少数株主持分 23,705 4,752

純資産合計 2,889,876 3,099,311

負債純資産合計 4,657,342 4,862,166
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

売上高 2,760,513 3,176,408

売上原価 977,933 1,037,411

売上総利益 1,782,579 2,138,996

販売費及び一般管理費 1,248,929 1,307,591

営業利益 533,649 831,404

営業外収益   

受取利息 95 46

為替差益 － 11,783

未払配当金除斥益 － 463

その他 4 8

営業外収益合計 100 12,301

営業外費用   

支払利息 6,780 6,105

為替差損 4 －

その他 － 695

営業外費用合計 6,785 6,801

経常利益 526,964 836,905

特別損失   

固定資産除却損 44 －

減損損失 ※  112,071 －

特別損失合計 112,116 －

税金等調整前四半期純利益 414,848 836,905

法人税、住民税及び事業税 398,211 488,182

法人税等調整額 △115,017 △130,798

法人税等合計 283,193 357,383

少数株主損益調整前四半期純利益 131,654 479,521

少数株主損失（△） △95,285 △18,953

四半期純利益 226,940 498,474

2013/11/14 21:55:0513944079_第３四半期報告書_20131114215446

- 10 -



【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 131,654 479,521

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 1,545 △10,819

その他の包括利益合計 1,545 △10,819

四半期包括利益 133,199 468,701

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 227,970 487,654

少数株主に係る四半期包括利益 △94,770 △18,953
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 414,848 836,905

減価償却費 696,926 754,894

のれん償却額 15,020 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,851 5,486

賞与引当金の増減額（△は減少） 70,103 73,757

受取利息及び受取配当金 △95 △46

支払利息 6,780 6,105

為替差損益（△は益） 4 △11,783

固定資産除却損 44 －

減損損失 112,071 －

売上債権の増減額（△は増加） △14,831 △35,433

仕入債務の増減額（△は減少） △55,294 △35,497

その他 5,927 25,808

小計 1,249,654 1,620,197

利息及び配当金の受取額 92 44

利息の支払額 △7,544 △6,918

法人税等の支払額 △382,459 △467,438

営業活動によるキャッシュ・フロー 859,742 1,145,883

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,891 △14,167

無形固定資産の取得による支出 △955,556 △888,324

その他 5,197 △3,353

投資活動によるキャッシュ・フロー △955,250 △905,845

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 150,000

長期借入金の返済による支出 － △216,000

配当金の支払額 △232,261 △241,537

その他 － △937

財務活動によるキャッシュ・フロー △232,261 △308,475

現金及び現金同等物に係る換算差額 543 1,874

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △327,225 △66,562

現金及び現金同等物の期首残高 1,019,667 583,561

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  692,442 ※  516,999
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

    （減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成25年１月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前第３四半期連結累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年９月30日） 

(1) 減損損失を認識した主な資産 

(2) 減損損失の認識に至った経緯 

 海外事業の一部のサービスにつきまして、当初想定していた収益が見込めなくなったため、減損損失

を計上いたしました。    

(3) 減損損失の金額 

(4) 資産のグルーピングの方法 

 当社グループは、減損会計の適用にあたり、事業単位を基準とした管理会計上の区分に従って資産グ

ルーピングを行っております。  

(5) 回収可能価額の算定方法 

 当社グループの回収可能価額は使用価値を使用しております。海外事業の一部については、将来キャ

ッシュ・フローがマイナスであるため具体的な割引率の算定は行っておりません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日） 

 該当事項はありません。  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【会計上の見積りの変更】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

場 所 用 途  種 類 

香 港 事業用資産 ソフトウエア 

中 国 事業用資産 

工具、器具及び備品

ソフトウエア 

のれん 

工具、器具及び備品 千円1,758

ソフトウエア 千円45,225

のれん 千円65,087

 計 千円112,071
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※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年９月30日） 

１．配当金支払額 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日） 

１．配当金支払額   

（注）１ 当社は、平成25年１月１日付で、普通株式１株につき200株の株式分割を行っておりますが、上記配当金につ 
     いては、当該株式分割前の株式数を基準に配当を実施しております。 
   ２ 当社は、平成25年７月１日付で、普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、上記配当金 につ 
     いては、当該株式分割前の株式数を基準に配当を実施しております。 
  

２．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年１月１日 
至  平成24年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年１月１日 
至  平成25年９月30日） 

現金及び預金勘定 千円 692,442 千円 516,999

現金及び現金同等物  692,442  516,999

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の 

総額（千円）

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年３月27日 

定時株主総会 
普通株式 139,048 3,890 平成23年12月31日 平成24年３月28日 利益剰余金 

平成24年７月31日 

取締役会 
普通株式 104,554 2,925 平成24年６月30日 平成24年９月14日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額（千円）

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年３月27日 

定時株主総会（注）１ 
普通株式 105,694 2,925 平成24年12月31日 平成25年３月28日 利益剰余金 

平成25年７月31日 

取締役会（注）２ 
普通株式 152,634 21.12 平成25年６月30日 平成25年９月13日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の△802千円は、セグメント間取引消去等であります。 
   ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「海外事業」セグメントにおいて、事業用資産の収益性が低下したこと等に伴い、減損損失を計上いたしま

した。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては 千円であります。 

   

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の△8,363千円は、セグメント間取引消去等であります。 
   ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 

報告セグメント 
調整額 

（注）１

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
（注）２

ＡＳＰ 
受発注事業 

ＡＳＰ 
規格書事業 

ＡＳＰ 
商談事業

ＡＳＰ 
受注・営業

事業  

クラウド 
サービス 

事業  
海外事業 計 

売上高             

外部顧客への 
売上高 

 1,720,763  331,736 489,227 187,624 25,837 5,323  2,760,513 － 2,760,513

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 12  － － 4,200 450 3,083  7,745 △7,745 －

計  1,720,776  331,736 489,227 191,824 26,287 8,406  2,768,259 △7,745 2,760,513

セグメント利益 
又は損失（△） 

 862,321  27,936 582 △215,017 △67,154 △74,215  534,452 △802 533,649

112,071

   

報告セグメント 
調整額 

（注）１

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
（注）２

ＡＳＰ

受発注事業 
ＡＳＰ 

規格書事業 
ＡＳＰ

商談事業

ＡＳＰ 
受注・営業

事業  

クラウド 
サービス 

事業  
海外事業 計 

売上高             

外部顧客への 
売上高 

 1,929,298  424,265 530,398 240,183 50,955 1,306  3,176,408 － 3,176,408

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 10  － － 1,800 1,725 28,039  31,574 △31,574 －

計  1,929,309  424,265 530,398 241,983 52,680 29,345  3,207,982 △31,574 3,176,408

セグメント利益 
又は損失（△） 

 935,624  31,787 55,729 △98,223 △38,472 △46,677  839,767 △8,363 831,404
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 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

   

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。  

   

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

 該当事項はありません。  

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（注）当社は、平成24年10月31日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年１月１日付で株式１株につき200株の株
式分割を行っており、また、平成25年４月30日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年７月１日付で株式
１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株
当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年１月１日 
至 平成25年９月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 15 87 円 銭 34 49

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  226,940  498,474

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  226,940  498,474

普通株式の期中平均株式数（株）  14,298,000  14,453,888

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 15 30 円 銭 33 19

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  534,729  566,991

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －
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株式分割及び定款の一部変更  
  平成25年10月31日付取締役会決議により、株式分割及び定款の一部変更について決定いたしました。 
  

(1) 株式分割及び定款の一部変更の目的 
当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、株式の流動性を高め、投資家層の拡大を図ることを目的としてお

ります。 
  

(2) 株式分割の概要 
① 分割の方法 
  平成25年12月31日（火曜日）を基準日（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質上の基準日は同年12月
30日（月曜日）として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式１株につき２株
の割合をもって分割いたします。 

② 分割により増加する株式数 

（注）上記発行済株式総数は、新株予約権の行使により増加する可能性があります。 
③ 分割の日程 

基準日の公告日  平成25年12月16日 
基準日      平成25年12月31日 
効力発生日    平成26年１月１日 

  
(3) １株当たり情報に及ぼす影響 
   当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下の通りとなりま
す。 

  

 該当事項はありません。 

   

（重要な後発事象）

株式分割前の発行済株式総数   14,870,000株

今回の分割により増加する株式数 14,870,000株

株式分割後の発行済株式総数 29,740,000株

株式分割後の発行可能株式総数 90,176,000株

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年１月１日 
至 平成25年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 7円94銭 １株当たり四半期純利益金額 17円24銭
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 7円65銭 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円59銭

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イン

フォマートの平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２５

年７月１日から平成２５年９月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２５年１月１日から平成２５年９月３０

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インフォマート及び連結子会社の平成２５年９月３０日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成２５年１１月７日

株式会社インフォマート 

取 締 役 会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 遠 藤 康 彦  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 勢 志  元  印 

        （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

        （四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

        ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  

2013/11/14 21:55:0513944079_第３四半期報告書_20131114215446


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営上の重要な契約等】
	３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】 

	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】 
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
	【四半期連結損益計算書】 
	【四半期連結包括利益計算書】 

	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



